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～この冊子の利用について～ 

 

この冊子が少しでも摸擬国連に取り組む方々のためになるのであれば幸甚です。もし

この冊子を活用あるいは参考いただけるのであれば、著作編を気にせずに使いやすいよ

うに自由に編集していただいて構いません（他校・学外でご使用になる場合は、本校名、

私たちの名前やメッセージも消してご活用いただくことも問題ございません）。 

 

摸擬国連を通じ、世界平和を考える人が一人でも増えることを願っております。 

 

大妻摸擬国連ＯＧ有志一同 
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Chapter 1： 会議設定、ミッション、論点 

 

 

1-1 会議設定とミッション 
 

 

今回の会議設定 

議場： 国連総会本会議 

議題： 安全保障理事会の議会席拡大と衡平配分と関連事項（通称：安保理改革） 

 

今会議のミッション 

 

安全保障理事会を、限られた国の利益ではなく、国際社会全体の利益を守る組織へと改革

し、より民主的、より公平、より透明な組織にする。 

 

 

 今回の正式な議題名は「安全保障理事会の議会席拡大と衡平
こうへい

配分と関連事項」です。 

 

「議会関拡大と衡平配分」 

衡平配分とは「バランスよく、つりあいがとれていること」という意味です。つまり、

「安全保障理事会の常任理事国、非常任理事国の議席を増やして、みんなの意見を広く反

映できるように、その議席をバランスよく配分しましょう」ということです。 

 

関連事項 

関連事項とは、拒否権や透明性に関することで「拒否権という特権を正しましょう」「密

室で議論をせずに、みんなに開かれた議論や意思決定をできるようにしましょう」という

ことです。 

 

 

国益と国際益 

皆さんは 2 つのミッションを背負っています。１つはその国の大使として自国の利益を

守るということです。そして、2つ目は国際社会の一員として「世界平和、より良い未来を

築きあげていく」ということです。みんなで国益をぶつけながらも、交渉をして、「国際社

会全体の平和と利益」を達成できる決議を採択しなくてはいけません。 

 

では、今回の会議の国益、国際益は何でしょうか。国際益は前大使が共有すべき「会議の

ミッション」であり、国益は「各国のポジション」です。整理をしてみましょう。 

 

国際益 国際の平和と安全の維持を遂行できる安保理を作る。 

１．偏った安保理の議席を改善する。 

２．より広い意見、より多様な意見を反映できるようにする。 

３．常任理事国に与えられた特権を改正し、乱用を防ぐ。 

４．安保理の議論や決定が全ての加盟国に分かるようにする。また、安保 

理のメンバーでなくても安保理の議論に参加できるようにする。 

 

国益 １．国連における自国の存在力、権限、地位を高める、維持する。 

２．他国（特にライバル国）の権力を高めさせない。 
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 今回の議題は各国による「権力闘争」という側面も強くあります。権力というのは一番分

かりやすい国益ですよね。自国の権力、発言権の維持・拡大です。権力を持っているなら手

放したくない、権力を持っていないなら手に入れたい、他国に権力を持たせたくない、とい

う露骨な思惑がぶつかります。国際社会でより強い権力、強い権限を持てばそれだけ自国に

有利に物事が動くからです。特に安保理は国連の中枢機関でありながらも、限られた大国の

ために作られた組織と批判されても仕方ない現状もあります。国連自体、大国のご都合主義

である部分は否めませんが、それが一番如実に露骨に体現されているのが安保理です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 しかし、この議題の大切なところは、少なくても建前上は「平和構築」が目標だというこ

とです。本音では上記のように言いたいところもあります。しかし、国際政治の舞台で、権

力欲求をぶちまけすぎてもいけませんし、国際社会から非難されてしまいます。そこで、ど

のように自分たちの意見を「平和構築」を理由に正当化するのかが大切になります。常任理

事国は「議席を増やしたくない」と本音で思っているけど、それを馬鹿正直に言えませんの

で、「なぜ今の安保理が良く、なぜ議席を増やすことが問題なのか」をロジカルに説明する

必要があります。日本のように常任理事国になりたい国は「なぜ今の常任理事国の構成が問

題で、なぜ自分たちが常任理事国として入るべきなのか」を説明するとともに、「なぜ非常

任理事国が増やすことは解決策にならないのか」を説明しなくてはいけません（そうでなけ

れば、日本は非常任理事国のままでよいということになってしまうので）。さらに、ライバ

ルの日本に常任理事国になってもらっては困る韓国は「日本を阻止したい」と言うのではな

く「なぜ常任理事国をこれ以上増やすことが問題なのか、なぜ非常任理事国を拡大すること

の方が世界平和のためになるのか」を説明する必要があります。 

このように本音と権力欲求は言葉にせずとも、あくまでも「よりよい安保理を作るため」

「世界平和の構築するため」という国際益の観点から、自分たちの主張の妥当性をロジカル

に説明し、あわせて、相手の主張にロジカルに反論することが求められます。 

 

せっかく自分たちが権力持っているのに、この状況は変えたくな

い。拒否権だって自分たちの特権だ。手放してたまるか。 

常任理事国だけおいしい権限を持っているのはおかしい。私たちだ

って常任理事国の仲間入りをしたい。 

ライバルが常任理事国になって権力アップしてしまうような事態は

阻止しなくてはいけない。 

私たちの国や地域を代表する理事国が少なすぎる。もっと増やして

ほしい。 

常任理事国の都合に合わせて密室で物事が勝手に決まっていくのは

おかしい。理事会の決定や議論はもっと開かれたものであるべきだ。 
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決議案の採択条件 

 安保理改革は国連憲章の改正を伴うので 3 分の 2 以上の国の賛成が必要です。しかし、

各グループの主張が激しくぶつかる安保理改革において 3 分の２の賛同を得ることは容易

ではありませんし、だからこそ現実にも改革案が採択されていないのです。今回は決議案の

採択ができなくても、なるべく多くの国の賛同を得られる決議案を作成し、提出することを

ゴールとしてください。3 分の 2 の賛同が得られなければ廃案となりますが、少なくても

決議案を提出した段階で世界に改革案を表明することができますし、賛同者が多ければ多

いほどその訴えの正当性が高まります。安保理改革は自国の地位と権限に直結する問題で

すので、採択を目指して安易な妥協をすることなく、まずはよりよい安保理を目指して決議

案を提出することを 1 つのゴールとしましょう。 

 

 

各グループの原案を参考にしつつ、より革新的な案を出そう 

 安保理改革には既存のグループがあり、各グループ改革案を出しています。今会議で

は、それらの案を参考にしつつ、皆さんには中高生だからこそできる「より革新的な提

案」をしていただきたいと願います。あえて皆さんの思考を奪わないように具体例を出し

ませんが、研修者の中にはどうやったら皆が納得いく安保理になるのか、現状を踏まえつ

つオリジナルな案を提案している人もいます。中高生の皆さんだからこそ、独自の発想で

それ以上により素晴らしい案ができると期待しています。 

 

 

国益は大切、でも国際益を忘れずに 

 安保理改革は、先ほど述べた通り、露骨な国益争いの側面が強くあります。実際、各グ

ループの提案は各国の国益保持のための案になってしまっていると批判されています。ど

うやったら国益を守りながら、国際社会の平和と安全のために機能する国連になるのか。

中高生だからこそ、その視点を大切にしましょう。 

 

 

なぜ安保理改革が難しいのか 

 安保理はなぜ 75 年たってもほとんど戦後のままなのか。どうして安保理改革が難しい

のか。どのようにしたら進むのか。今回の会議では様々なリサーチ、そして実際の議論、

交渉をする中で、ぜひその答えを探ってみましょう。 
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 会議で議論すべき事項を「論点」と言います。この会議には３つの論点があります。まず

はこれらの論点を意識した上で、これ以降の章で述べる安保理の諸課題や改革の方向性を

理解し、安保理改革の具体的な政策を提案してください。 

 

安保理の議席をどのように拡大するのか 

拒否権をどのように扱うのか 

安保理の議論や決議の透明性と正当性をどのように高めるのか 

 

 

論点 1 について 

 

問題の概要 

現在は常任理事国５か国、非常任理事国 10 か国の計 15か国で構成されています。国連

創設当時は 6 か国だった非常任理事国が 1963 年に 4 議席拡大して今の形になりました

が、それ以降は変化がありません。国連加盟国が増え、また国際情勢も変わっていくのに、

安保理の議席は時間が止まったように変わり

ません。これでは大国の意見や一部の地域の

意見が強く反映されてしまい、全ての地域の

意見がバランスよく反映されない、その結果

多様な意見をバランスよく聞いて民主的な安

保理にならないという問題が生じます（これ

を地域代表性、民主制の問題と言います）。今

や 193 の国と地域が加盟する国連にあって、

広く多様な加盟国の声を反映させるには安保

理の議席を現状に合わせて増やしていく必要

があります。 

 

 

政策として考えてほしい事 

１ 常任理事国、非常任理事国の両方を増やすべきか。非常任理事国だけを増やすべき

か。 

・権限の強い常任理事国だけを増やすという案は、現状よりさらにバランスの欠け

る安保理になってしまうので、常任理事国を増やすのであれば非常任理事国を増

やすことが必然となる。 

・常任理事国を増やす提案をするなら、常任理事国の意義や役割、必要性を説明す

る。また、非常任理事国を増やすだけでは不十分である理由を述べる。 

・常任理事国を増やさない提案をするのであれば、非常任理事国を増やすことの理

由を提示し、常任理事国を増やすことの問題点を述べる。 

・全体の構成国数はどのぐらいが良いのかを検討する。 

２ 議席を増やす場合、常任理事国、非常任理事国ともに何議席に拡大するべきか。ま

た、どのように議席を分配するのか。 

・議席の分配（どの地域から何議席とするのか）は第 3章の各案を参照すること。 

 

1-２  論点 

出典：外務省 HP 
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論点２について 

 

問題の概要 

 安保理では５つの常任理事国のうち 1 か国でも反対すると表決（物事の決定）できませ

ん。この反対する権利を「拒否権」と呼びます。この拒否権は常任理事国だけに認められた

特権です。常任理事国にとっては手放したくない特権ですが、それ以外の国にしてみれば不

平等な権利です。「すべての加盟国の主権平等」を原則にしている国連の理念にそぐわない

特権ですが、大国が一致して問題対応に当たるために生まれた特権でもあります。また、拒

否権のせいで表決ができず、問題対応が遅れるというケースも生まれています。特に米ソの

対立の激しかった冷戦時代、この拒否権が理由で表決ができないということが起きました。

近年も拒否権が平和構築を邪魔しているという事態が見られます。では、この拒否権はどの

ようにするべきなのでしょうか。中高生の皆さんとしては「拒否権なんかなくせばよい」と

いう意見もあるでしょうが、常任理事国（特に米中ロ）は賛同しません。拒否権をはく奪す

ることは少なくても短中期的には現実的ではないという前提で解決策を提案してください。 

 

政策として考えてほしい事 

１ そもそも、今回の安保理改革で拒否権の是非に踏み込むべきか。 

・常任理事国が一番敏感に反応するのは拒否権であり、その改正に踏み込むと全て

の改正案がつぶれる懸念もあります。 

・拒否権の廃止を求める場合は、段階的な政策が必要となります。 

２ 拒否権の発動に制限やルール作りをするべきか。その場合はどのようなルールにす

るのか。 

・責任のある拒否権、適切な拒否権というのはどういうものか。 

・拒否権の乱用、悪用を防ぐためにはどのようなルールや制限を求めるべきか。 

３ 常任理事国を増やす提案をする場合、新常任理事国も拒否権を認められるべきか。 

・新常任理事国に拒否権を認める場合、認めない場合、ともにその理由は何か。 

 

 

論点３について 

 

問題の概要 

 安保理の議論や意思決定のプロセスは、常任理事国中心に密室で進められることが多く

あります。事前に常任理事国同士で交渉をして案を作ってしまうので、常任理事国以外はど

のような議論がされ、どのように決まったのか分からないことが多くあります。非常任理事

国ですら分からないことや口を出せないことがあるので、まして安保理に入っていないそ

れ以外の国には安保理の議論や意思決定は見えないものです。「すべての加盟国の主権平等」

が原則であるはずなのに、一部の幹部だけが決めて、平社員は何もわからないまま、従う義

務だけが生じるというような感じです。どのようにしたら多様な国の声を反映させ、開かれ

た議論、開かれた安保理を作り上げることができるのでしょうか。 

 

政策として考えてほしい事 

１ どのようにしたらフェアでオープンな議論や意思決定を実現できるのか。 

２ どのようにしたら常任理事国だけでなく非常任理事国が議論や意思決定に関わる

ことができるのか 

３ どのようにしたら理事国以外の国が安保理の議論に参加し、意見を反映してもらう

ことができるのか 
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会議で議題にしてはいけない項目をアウト・オブ・アジェンダと言います。「議題外の項

目、論点外」という意味です。会議が複雑になりすぎないように、もしくは主論点からずれ

てしまわないように設定されます。 

今回の会議では２つのアウト・オブ・アジェンダを設定します。これらの項目はその国の

状況を説明する際に必要であれば言及していただいても構いませんが、スピーチや決議案

に入れることはできません。 

 

１ 核保有について 

 5 つの常任理事国は核不拡散条約（NPT）によって例外的に核保有が認められて

います。これも大国の特権ですが、この権利自体は安保理常任理事国の権利として

憲章に述べられていません。今会議では常任理事国の特権が議論に入ってきます

が、この核保有については切り離して考えてください。 

 

２ ロシアと中国の常任議席問題 

 国連創設時、常任理事国だったのは現在のロシアと中華人民共和国ではなく、ソ

連と中華民国です。国連憲章では今でも「中華民国」「ソヴィエト社会主義共和国

連邦」となったままです。常任理事国に処遇されたソ連、中華民国がなくなったの

だから、別の国であるロシア、中国が常任理事国であるのはおかしい、という意見

があります。しかし、実質的にはすでにロシア、中国が常任理事国を継承したと承

認されている現状があり、この問題は論点外とします。（ただし、特に中国の代表

権問題は、重要な項目なので以下に概要を掲載します。） 

 

 

中国の国連代表権問題 

 第 2次世界大戦時、中国本土を統治していたの

は蒋介石率いる中華民国で、国連の常任理事国と

処遇されたのもこの中華民国です。しかし、国内

では中華民国政府は毛沢東率いる中国共産党と対

立していました。1949 年、中華民国は対立に敗

れて台湾に移り、一方、中国共産党が中国本土に

残って中華人民共和国を設立しました。国連の代

表権および常任理事国の議席は中華民国がそのま

ま引き継ぎましたが、ここから代表権の問題が始

まります。常任理事国という重要な地位について

いる中華民国の実態が台湾を統治しているだけの

小国になってしまったからです。ソ連は中華民国の持つ代表権を、自らが支援していた中華

人民共和国に移すべきだと主張します。しかし、ソ連と対立するアメリカは東西冷戦の最前

線となる台湾の支持を続けます。朝鮮戦争が終了した後も、ソ連は中国への代表権変更、台

湾の追放を主張し、冷戦の中で中国代表権問題は激化します。1950～60年代も何度か台

湾追放の決議が国連総会で出ていますが、これらは否決されています。 

１つの転機となったのはベトナム戦争です。ベトナム戦争が泥沼化して、アメリカが中華

人民共和国の協力が必要になったのです。アメリカは中華民国から中華人民共和国が常任

理事国の議席を引き継ぐことを認めました。この時アメリカは台湾を追放することまでは

考えていませんでした。しかし、ことが進み始めます。1971年、当時中華人民共和国の友

好国であったアルバニアが「中華人民共和国政府の代表権回復、中華民国政府追放」という

1-3  アウト・オブ・アジェンダ 
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趣旨の決議案を提出します。アメリカは台湾を守ろうと「安保理の議席は中華人民共和国に

譲るけれども、台湾も国連に残り、中国は 2 つの政府が代表する」という二重代表制を認

める決議案を出しました。結果、アルバニアの決議が採択され、アメリカの二重代表制決議

は採決まで至りませんでした。この決議により、現中国政権である中華人民共和国が国連の

常任理事国となりました。この決議の正式名は「国際連合における中華人民共和国の合法的

権利の回復」ですが、一般的に「アルバニア決議」と呼ばれています。 

中華人民共和国が正式に理事国と認められたことを受け、アメリカは関係修復を試みて

中国政府に近寄ります。1972 年アメリカのニクソン大統領が中国を訪問し、毛沢東と会

談をしました。お互い敵視していた 2 か国ですから、ニクソンと毛沢東の握手は世界を驚

かせるものでした。その会談の成果として「米中共同宣

言」が出され、その中で「中国は一つであり、台湾は中

国の一部である（1つの中国）」という中国の主張を米

側が認めました。これにより、国際社会では台湾は国で

はないということになりました。その後、アメリカと中

国は交渉を重ね、1979 年にカーター大統領と鄧小平

政権のもとで米中国交正常化を実現させました。この

結果、アメリカ・日本など世界の各国は民間交流は維持

しつつも、正式な国交を台湾と断絶しました。この「1

つの中国」という問題は未だに根深く残っています。 

 

台湾の五輪出場、なぜチャイニーズタイペイの名称なのか 

 

東京オリンピック（五輪）には台湾から１８種目に６８人の選手が出場しているが、選手た

ちは台湾、または正式名称とする中華民国の名の下で、国旗を掲げて出場することは出来な

い。代わりにチャイニーズタイペイという名称の下でチャイニーズタイペイの旗を掲げるこ

とになっている。 

これは争点となっている台湾の政治的な地位に由来する。台湾の選手たちは１９５６年～

７２年、中華民国の名称の下で五輪に出場していた。北京の中国政府はこの間、台湾は中華人

民共和国に正当に帰属しており、中国という名称の国は世界に一つしかないと主張。五輪への

出場をボイコットしていた。だが７６年に開催されたモントリオール五輪の際、当時のカナダ

首相ピエール・トルドー氏は台湾に対し、中国を代表する唯一の政府は北京政府であるとカナ

ダが認識していることを鑑み、中華民国として出場することを認めないと通達。これを受けて

台湾は同五輪をボイコットした。７９年に行われた北京政府と国際オリンピック委員会（ＩＯ

Ｃ）による複数回の交渉を経て、同政府は台湾の選手団がチャイニーズタイペイとして出場す

る限り、五輪へのボイコットを取りやめることに同意。この協定は名古屋決議と呼ばれるよう

になった。 

チャイニーズタイペイという名称は意図的にあいまいさを含んでおり、北京政府にとって

は台湾が中国に帰属することを含意し、一方の台湾にとっては台湾が中国文化圏である事実

に焦点を当てた名称と解釈できるようになっている。そうして北京政府は８０年、米ニューヨ

ーク州レークプラシッドで開催された冬季五輪に初参加したものの、台湾は同決議を受け入

れずに不参加。８１年になると、台湾はチャイニーズタイペイを名称とする条件を受け入れ、

８４年のロサンゼルス五輪にこの名称の下で初参加した。名古屋決議はまた、中華民国の旗を

五輪において掲揚することを禁じており、代わりに台湾選手団のため、白地に五輪のシンボル

マークと中華民国の国章をあしらい、花の模様で囲んだチャイニーズタイペイ・オリンピック

委員会旗が新たに制作された。台湾の選手が金メダルを獲得した際には、中華民国の国歌の演

奏は出来ず、代わりに「国旗歌」が演奏される。台湾ではチャイニーズタイペイの名称は不評

だが、それでも２０１８年に実施された、五輪での名称を台湾に変更するか否かを争点とした

住民投票では、五輪への参加を禁じられる恐れがあるとして変更案は否決されている。 

出典：CNN.co.jp 2021 年 7 月 28 日 www.cnn.co.jp/showbiz/35174455.html  

https://www.cnn.co.jp/showbiz/35174455.html
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Chapter 2： 安全保障理事会にまつわる諸問題の考察 

 
 

2-1  安保理を知る 
 

 まずは安保理の役割、仕組みや構成を見ていきましょう。国連憲章を抜粋して説明

しますが、難しい条文を読んで理解するというより、そのようなことが憲章に定めら

れているのだということを知っていただければと思います。 

 

 

安全保障理事会とは 

 安全保障理事会（安保理）とは、国連の中枢組織の 1つで、「安全保障」という名が示す

通り、「国際の平和と安全」に主要な責任を持つ組織です。「平和」という言葉の持つ意味は

広いですが、国連が創設されたのは 1945 年の終戦期ですので、特には「戦争のない世界

を実現する」ことが目的です。主に、紛争の平和的解決の勧告（国連憲章 6 章）、国際の平

和と安全の維持、回復に関わる行動の決定（同 7 章）を行います。国連には総会という全

体の会議もありますが、安保理が審議している紛争については、安保理が要請しない限り、

総会も勧告を出すことはできません（同４章 12 条）。つまり、少なくても紛争解決につい

ては、総会よりも安保理のほうが審議の優先権を持っていることになります。 

 

 

国連憲章より抜粋 

第４章 総会 

 

第 12 条 

1.  安全保障理事会がこの憲章によって与えられた任務をいずれかの紛争又は事態につ

いて遂行している間は、総会は、安全保障理事会が要請しない限り、この紛争又は事

態について、いかなる勧告もしてはならない。 

 

 

 

安保理の構成 

 安保理はアメリカ、イギリス、フランス、ロシア、中国という 5 つの常任理事国と 10の

非常任理事国で構成されます。常任理事国はその名のとおり常に理事会のメンバーとなっ

ています。英語では「Permanent members」（永続的なメンバー）と言われ、これら 5つ

の常任理事国を P5 と呼びます。 

 これら 5 つの常任理事国は第 2 次世界大戦の連合国軍の大国です。戦勝国であるこれら

の 5 つの大国が互いに対立を避け、足並みをそろえて強調していくことが戦後の混乱を収

束し、世界平和を実現するための絶対条件だったのです。だからこそ、国際連合の反省を踏

まえて、これらの国を常任理事国とし、拒否権という権限を与え、大国が国連から脱退しな

いように優遇したわけです。さらに、これらの大国は、NPT（核不拡散条約）によって例外

的に核を持つことが認められています。他にも、常任理事国には明文化はされていませんが

慣習的な特権も認められています。 

「国連の常任理事国はどこですか？」という質問をすると、たまに「日本」や「ドイツ」と

答えが返ってきます。しかし、これらは第 2 次世界大戦の敗戦国であり、まさに連合軍が

敵としていた国ですから、少なくても当時は常任理事国になれるはずがありません。確かに、

21 世紀の感覚で言えば、大国の 1 つですから常任理事国と言いたくなる気は分かります。
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そして、そこに安保理の問題があります。「敗戦国？それっていつの話だ？もう 2021年だ

ぞ！」と言いたくなりますよね。そう、安保理は第 2 次世界大戦から 75 年以上大きく変

わっていないのです。 

 

常任理事国に認められた慣習的な特権 

 

・経済社会理事会の理事国に必ず選出される。 

・その他の全ての機関、委員会のメンバーとなれる。 

・事務総長の選出、事務局上層部の役職任命に対しては常任理事国の同意が求められる。 

・総会副議長、事務次長などの重要なポストが確保されている。 

・国際司法裁判所判事の任命権を有する。 

 

 

非常任理事国 

 非常任理事国は創設当初は 6か国でしたが、1965 年に 4 議席増え、現在は 10か国で

す。非常任理事国の議席は地域バランスを考慮して「アジア太平洋 2、アフリカ 3、中南米

2、西ヨーロッパその他 2、東ヨーロッパ 1」という配分になっています。任期は 2 年で、

毎年 10 月に総会の選挙で 2 年ごとに選出されます。再選はできません。つまり、非常任

理事国は 2 年の期間限定で入れ替わらなくてはなりません。一度に 10 か国全てが入れ替

わるのではなく、1年に 5 か国ずつ入れ替わっていきます。 

 非常任理事国は総会の選挙で選出されます。選出の基準としては、地域の代表制、国連予

算の分担額や国際貢献度などです。中小国でも非常任理事国として安保理に参加すること

ができるという点で、大国以外の意見を安保理に反映させることができるという利点があ

りますが、一方で常任理事国と非常任理事国の権限や情報量の差は極めて大きいのも事実

です。 

これまでで非常任理事国に付いた年数が長いのは日本で合計 22 年です。その次がブラ

ジルの 20 年、アルゼンチンの 18 年、インドの 15 年と続きます。非常任理事国も力の大

きな国が務めることが多くなります。一方、一度も理事国になったことのない国が 60 以上

あります。しかし、全ての国連加盟国は安全保障理事会の決定を受諾し、実施することに同

意しています。 

  

 

過去 5年間（2017～2021 年）の非常任理事国 

 議席 2017 2018 2019 2020 2021 

アジア 2 日本 クウェート ベトナム 

太平洋  カザフスタン インドネシア インド 

アフリカ 3 エジプト コートジボワール チュニジア 

  セネガル 赤道ギニア ニジェール 

  エチオピア 南アフリカ ケニア 

中南米 2 ウルグアイ ペルー ＳＶグレナディーン 

  ボリビア ドミニカ共和国 メキシコ 

西欧その他 1 スウェーデン ベルギー アイルランド 

東ヨーロッパ 1 ウクライナ ポーランド エストニア 
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国連憲章より抜粋 

第 5 章 安全保障理事会 

 

第 23 条 

1. 安全保障理事会は、15 の国際連合加盟国で構成する。中華民国、フランス、ソヴィ

エト社会主義共和国連邦、グレート・ブリテン及び北部アイルランド連合王国及びア

メリカ合衆国は、安全保障理事会の常任理事国となる。総会は、第一に国際の平和及

び安全の維持とこの機構のその他の目的とに対する国際連合加盟国の貢献に、更に

衡平な地理的分配に特に妥当な考慮を払って、安全保障理事会の非常任理事国とな

る他の 10 の国際連合加盟国を選挙する。 

2. 安全保障理事会の非常任理事国は、2 年の任期で選挙される。安全保障理事会の理事

国の定数が 11 から 15 に増加された後の第 1 回の非常任理事国の選挙では、追加

の 4 理事国のうち 2理事国は、1 年の任期で選ばれる。退任理事国は、引き続いて

再選される資格はない。 

3. 安全保障理事会の各理事国は、1 人の代表を有する。 

 

 

安保理の会期・議長 

 安保理には決まった会期はなく、必要に応じて随時開催されます。いつ不測の事態が起こ

るか分かりませんので常に集合できる準備をしていなくてはいけません。例えば、1990 年

8 月 2 日、イラクのクウェート侵攻の際には、安保理は同日午前 4 時 45 分に召集された

という記録が残っています。 

安保理の議長は理事国が国名のアルファベッ

ト順に1か月ごとに回していきます。そのため、

各国の座席も1か月ごとに反時計回りでずれて

いきます。2001年には非常任理事国に初めて

選出されたシンガポールがアルファベット順に

回ってきた議長国をいきなり任されるなどとい

ったことも起きました。 

会議開催地は、通常はニューヨーク国連本部

ですが、他の場所でも開催することができます。

過去には、ジュネーブ（1990）、ナイロ（2004）

などで開催されたことがあります。 

 

 

国連憲章より抜粋 

第 5 章 安全保障理事会 

 

第 23 条 

1.  安全保障理事会は、継続して任務を行うことができるように組織する。このために、

安全保障理事会の各理事国は、この機構の所在地に常に代表者をおかなければなら

ない。 

2.  安全保障理事会は、定期会議を開く。この会議においては、各理事国は、希望すれば、

閣員又は特に指名する他の代表者によって代表されることができる。 

3.  安全保障理事会は、その事業を最も容易にすると認めるこの機構の所在地以外の場

所で、会議を開くことができる。 
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安保理の権限 

 国連の他の機関は勧告を行うのみですが、安保理は加盟国にその実施を義務づけられる

決定を行う権限を持っています。決議案の中で decides や requires、determines などと

いう動詞で表現された条文は拘束力を持つことが多く、加盟国は決議に従う義務がありま

す。また、安保理は平和維持のために加盟国に対して制裁措置をとることができます。経済

制裁を含めた非軍事制裁はもとより、軍事制裁を取る権限もあります。これらのことよりも、

安保理は 15 か国という限られたメンバーで構成しているにもかかわらず、非常に大きな

権限を有していることが分かります。 

 

 

国連憲章より抜粋 

第 7 章 平和に対する脅威、平和の破壊及び侵略行為に関する行動 

 

第 39 条 

安全保障理事会は、平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行為の存在を決定し、並び

に、国際の平和及び安全を維持し又は回復するために、勧告をし、又は第 41 条及び第

42 条に従っていかなる措置をとるかを決定する。 

 

第 41 条 

安全保障理事会は、その決定を実施するために、兵力の使用を伴わないいかなる措置を

使用すべきかを決定することができ、且つ、この措置を適用するように国際連合加盟国に

要請することができる。この措置は、経済関係及び鉄道、航海、航空、郵便、電信、無線

通信その他の運輸通信の手段の全部又は一部の中断並びに外交関係の断絶を含むことが

できる。 

 

第 42 条 

安全保障理事会は、第 41 条に定める措置では不充分であろうと認め、又は不充分なこ

とが判明したと認めるときは、国際の平和及び安全の維持又は回復に必要な空軍、海軍又

は陸軍の行動をとることができる。この行動は、国際連合加盟国の空軍、海軍又は陸軍に

よる示威、封鎖その他の行動を含むことができる。 
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2-2  安保理の成り立ち 
 

国際連盟の反省 

 国際連合は、国際連盟（League of Nations）の反省を踏まえ

て作られました。その反省とは何か？それは、平和構築のための

国際連盟だったはずが、結局のところ第 2次世界大戦を防げなか

ったということです。今の安保理の問題を理解するにはそこまで

さかのぼる必要があります。 

国際連盟はアメリカ大統領のウィルソンによって提案され、

1919 年、第 1 次大戦の講和会議であるパリ講和会議で審議さ

れて、翌年 1920年に設立されました。しかし、国際連盟は十分に機能せず、第 2次世界

大戦を防ぐことができませんでした。なぜうまくいかなかったのか？…以下の様なことが

理由として挙げられます。 

 

反省１： 大国の不参加 

アメリカは提唱国であるのにも関わらず、国際連盟に加盟しませんでした。アメリカには

モンロー主義というものがあります。1823 年に 5 代目大統領のモンローによる「アメリ

カはヨーロッパとはお互い干渉しあわない」という宣言（モンロー主義）がもとになってい

ます。アメリカは、第 1 次世界大戦を「ヨーロッパの戦争」ととらえていたので、介入し

ないという態度を取り、国際連盟から距離を取ることになったのです。 

ドイツは第 1 次世界大戦の敗戦国だったので、当初国際連盟の加盟が認められませんで

した。その後加盟が認められますが、ヒトラーのナチ党が台頭すると軍事力拡大をもくろん

で 1933 年に脱退をしました。日本は当初、常任理事国として参加しましたが、満州国建

設が認められなかったことを不満に 1933 年に脱退しました。イタリアも 1937 年、エチ

オピア侵攻に対する経済制裁を不服として脱退しました。ソ連は当初国際連盟に否定的で

参加しておらず、加盟したのは日本とドイツが脱退した後の 1934 年で、さらに 1939 年

には除名されてしまいます。 

国際連盟の常任理事国は当初、日本、イギリス、イタリア、フランス、そしてその後、ド

イツとフランスが加わりましたが、上記の通り、脱退も相次ぎ、なんと、この 6 か国が同

時期に常任理事国として名前をそろえたことはないのです。しかもアメリカもいない。これ

では、「大国が協力し、またけん制し合って戦争を防ぎ、平和を作り上げる」ことができま

せんよね。 

 

国際連盟の 

反省 

大国が抜けてしまっては意味がない。大国がそろって加盟する機

関を作らないといけない。 

 

 

国際連合の 

改善策 

大国を常任理事国とし、さらに拒否権という大きな権限を与え

て、優遇しよう。しかも、この 5か国は核兵器の保有が認められ

ています。 

 

 

反省２： 全会一致の原則 

国際連盟では全会一致の原則を取っていました。1 か国でも反対すると決定ができませ

ん。動きが鈍く、十分に機能しませんでした。 
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国際連盟の 

反省 

全ての国が一致するというのはとても難しいし。これでは柔軟か

つ迅速な対応ができない。 

 

 

国際連合の 

改善策 

多数決制で採択できるようにしよう。 

安保理がスピーディーに対応できる体制を作ろう。 

 

 

反省３： 制裁権がない 

国際連盟は勧告と経済制裁をすることはできましたが、軍事制裁権はできませんでした。

実行力を伴った行動や決断ができませんでした。 

  

国際連盟の 

反省 

軍事制裁ができず、強い対応ができない。 

 

 

国際連合の 

改善策 

軍事制裁を可能にして、対応力を強化しよう。 

 

 

5 大国制になった経緯・・・大国の思惑と駆け引き 

 この 5 か国になったのも大国同士の権力のぶつかり合いと駆け引きによるものでした。

大国の思惑を学ぶという点でとても良い勉強にもなりますので、ここで概要を説明します。 

 

アメリカとイギリスは 1941 年の大西洋憲章で国連の構想を考えた当事者ですので国連

の中心にいるのは当然です。そして、この 2 国に続いて巨大な権力を持っていたソ連も大

国の枠組みに入ってきました。最大勢力はアメリカ、イギリス、ソ連の 3 大国ですが、こ

れだと多数決になったときにアメリカ＆イギリスがくっついてソ連が孤立してしまい、そ

の不満の結果、イタリアやドイツなどとくっついたら困るという懸念もありました。そこで

連合国の 1 つとして力を持っていた中華民国を枠組みに一緒に入れました。中華民国は日

本の制御役としても期待されていました。イギリスとソ連は中華民国の力を認めておらず、

大国として処遇することに反発をし、嫌がっていましたが、

アメリカの押しによってしぶしぶ認めました。イギリスは中

国が力を持ち、アジアで台頭するのを嫌がっていましたが、

もし中国と敵対してしまうと、アメリカと中国が一緒になっ

てイギリスの植民地主義に対して反対してくる可能性がある

と懸念して承認しました。ソ連は、アメリカから「中国を認

めないなら、ソ連への軍事援助を削減する」と言われて、中

国の大国加入を認めました。 

 1942 年 1 月 1 日に 26 か国の代表者が集まって「連合

国宣言」を出しましたが、その署名国の順番にもソ連、中華

民国の立場が反映されています。直前の草案では、まず中心

となるアメリカとイギリス、そしてイギリス連邦であったカ

ナダ、オーストラリア、ニュージーランド、南アフリカが並

び、その後は「それ以外の国」としてアルファベット順に並

んでいました。ソ連と中華民国も「それ以外の国」に含まれて

いました。しかし、当時の大統領補佐官であったハリー・ホプ

アメリカが作った連合国

軍のポスター。上４つの国

旗は米英ソ中の 4 大国。 
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キンズ氏が F・Ｄ・ルーズベルト大統領に「ソ連と中華

民国を区別して、重要な国として並べたい」という提案

をして、それが受け入れられました。ですので、実際に

出された連合国宣言では、この 2 か国の順番は前に繰

り上げて並べられたのです。1942年の春、アメリカの

F・D・ルーズベルト大統領は「アメリカ、イギリス、中

国、ロシアの 4か国が軍備を持った国となり、他の国は

非軍事化される。ヨーロッパ諸国の植民も引きはがす」

ということをソ連に伝えています。つまり、4 大国だけ

が軍事力を持つことを許され、その 4 か国で世界の警

察として平和を作り上げる、という方針です。 

 

 あれ、フランスが出てきませんね？実は、フランスは

第 2 次世界大戦中はドイツの支配下にあった期間が長

く、ベルギー、オランダ、ギリシャと同じぐらいの地位

に見られていたこともあって中心的な存在ではありま

せんでした。1943 年に合意されたモスクワ宣言は、米

英中ソの 4 大国でなされており、フランスは参加して

いません。ソ連のスターリンは 1943 年 11 月のテヘ

ラン会談の時にフランスへの全面的な不信感を口にし

て、フランスから帝国を取り上げるべきだとさえ発言し

ています。アメリカの F.・D・リーズベルトも同じよう

な考えを口にしていました。しかし、フランスの加盟に

はイギリスからの働きかけが大きくありました。アメリ

カは植民地をやめさせて国際的な信託統治（国連の監督

を受けて統治していく形）を考えていましたが、イギリ

スは自国の植民地主義を反対されたくなかったのです。フランスから植民地を取り上げる

と、いずれは自国の植民地主義にも向かい風が吹くと懸念して、イギリスはフランスの地位

を守ろうとしました。また、イギリスにとってフランスは英ソ対立の緩衝地帯になるし、ヨ

ーロッパを再建するにはイギリス以外にも強い国が 1 つ必要だという思いもありました。

そのイギリスの押しもあり、フランスは大国の仲間入りを果たすことになりました。 

 ちなみに、実はもう 1つ常任理事国に入る可能性があった国があります。ブラジルです。

アメリカが国の規模や連合国への貢献を理由に常任理事国にしようとしましたが、イギリ

スとソ連が「常任理事国は４～5 か国におさめたい」という理由で反対しました。 

 

 

United Nations という名前 

United Nations 以外にも名前の候補がありました。チャーチル首相は、彼の祖先（マー

ルボロ公爵）がフランスのルイ14世と戦い、ヨーロッパ諸国を集めたときに使った「Grand 

Alliance（大同盟）」という名称を提案しました。しかし、アメリカは「同盟」という言葉

がアメリカ憲法に違反しかねるという理由で却下しました。他にも「Associated Powers

（協力国）」という案もありましたが、これは第 1次世界大戦の時の名称と同じで古臭いと

いう理由で却下されました。そこでアメリカがUnited Nationsという名称を提唱し、それ

が受け入れられました。これが「連合国」です。実は今日までその名称は変わっておらず、

中国では今でも「連合国」と言われます。しかし、日本では国際協力を強調して「国際連合」

と呼ぶようになりました。これには敗戦国として「連合国」という大戦時の名称を引き継が

ずに刷新したいという思いもあったようです。 

 

1943 年テヘラン会談。左から

スターリン（ソ連）、ルーズベル

ト（米）、チャーチル（英）。 

1943 年カイロ会談。左から蒋

介石（中華民国）、ルーズベルト

（米）、チャーチル（英）。 
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2-3  安保理の決議と拒否権 
 

国連憲章 27条「表決」には以下のような記載があります。 

 

国連憲章より抜粋 

第 5 章 安全保障理事会 

 

第 27 条 表決 

1.  安全保障理事会の各理事国は、1 個の投票権を有する。 

2.  手続事項に関する安全保障理事会の決定は、9 理事国の賛成投票によって行われる。 

3.  その他のすべての事項に関する安全保障理事会の決定は、常任理事国の同意投票を

含む 9理事国の賛成投票によって行われる。但し、第 6章及び第 52 条 3に基く決

定については、紛争当事国は、投票を棄権しなければならない。 

 

分かりやすく言うと、このように言い換えられます。 

1.  安全保障理事会の投票は 1か国 1 票とします。 

2.  会議の進め方や運営に関することなど、「手続事項」と呼ばれるものはさほど重要で

はなく、9か国の賛成が必要です。拒否権はありません。 

3.  それ以外の事項は「実質事項」として、全ての決議において、５つの常任理事国の賛

成票を含めた 9 か国の賛成票が必要です。ただし、紛争や戦争について決議する場

合、その当事者の国は投票から外れてください。 

 

まず、理事国は 15 か国なので、物事の決定に「9 か国が必要」ということは「過半数プ

ラス 1」の賛成が必要ということが言えます。また最大のポイントは「常任理事国の同意投

票を含む 9 理事国の賛成投票」という部分です。5 つの常任理事国全ての同意投票を含ま

なくてはならず、1 か国でも反対すると否決されるのです。これがいわゆる常任理事国の

「拒否権」です（国連憲章には「拒否権」（Right of Veto）という言葉は載っていません）。

このように「常任理事国全てを含む 9 か国の賛成が必要」と書かれているだけですが、こ

れによって「いやなことなら賛成しない、賛成しなければ決定されない」という大国の巨大

権限が認められているわけです。 

 

 

拒否権の意義 

 拒否権は 5 大国だけに認められた権利で不平等な特権です。しかし、その大義名分とし

て「大国が一致して行動し、同じ枠組みの中で協力しなくては平和は構築できない」という

国際連盟の反省もあります。仮に拒否権が認められなかった場合、ロシアと中国が反対して

いても、9か国の賛成票があれば決議が採択されることになります。その場合、ロシアと中

国はどう反応するでしょうか？アメリカが反対している決議が採択された場合、アメリカ

は国連を脱退してしまいませんか？（少なくても前トランプ大統領ならやりかねません）。

それで本当に国際平和は維持できるでしょうか？むしろ緊張が高まり、紛争のリスクが高

まることはありませんか？場合によっては、これらの国が脱退してしまい、好き勝手やるか

もしれません。アメリカは「実際に拒否権があったから戦争が起きなかったケースがある」

と述べています。このように拒否権を正当化する意見もあります。 

また、次に述べるように、国連創設当初からすったもんだがあった拒否権の問題ですが、

少なくても当時はソ連を引き留めるために必要なものだったと言えます。 
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国連創設時の拒否権を巡る問題 

 拒否権の構想が生まれたのは 1943 年末～44 年初頭です。当時のアメリカ国務長官の

ハル氏が国連の構想案を作っていたのですが、そこに拒否権の考え方が登場します。アメリ

カには「国益に反する紛争に巻き込まれたくない」という思いがあり、1 か国でも反対すれ

ば安保理が決定を下せない状況が必要だと考えました。しかし、拒否権を巡ってはアメリカ

国内でも賛否両論がありました。特に問題だったのは「拒否権の範囲」という点で、「自国

が関わる紛争に対しても拒否権を認めるべきか」ということでした。つまり、当事者である

その国が拒否権を行使して、自国の紛争を都合の良いように決定することを認めるのかと

いうことでした。国務省の中でも「大国がそのような権限を持てば、大国の起こした紛争は

拒否権によって干渉されず、小国の起こした紛争だけが干渉されることになり、バランスに

欠ける」という反対意見が見られました。イギリスも、このような特権は小国からの納得を

得られないとして「自らが関わる紛争に対して拒否権は認めない」という考えでした。 

しかし、ソ連はそれに対立し、いかなる場合でも（自国の関わる紛争についても）拒否権

の発動は認められるべきであるという強硬な姿勢を崩しません。ソ連は「拒否権を持たない

安保理は認められない」と明言していました。結局 1945年 2 月のヤルタ会談で、米英は

ソ連の強い要求を認めることにしました。これにはイギリス連邦の 1 つである南アフリカ

のスマッツ首相のアドバイスがあったと言われています。スマッツ氏は「ソ連の要求は米英

と対等に扱ってもらいたいという思いの表れであり、国連の設立を台無しにしないように

ソ連の顔を立ててあげたほうが良い」という話をチャーチル首相にしたのです。 

しかし、これで問題は終わりませんでした。1945 年 4 月に行われたサンフランシスコ

会議で案の定、中小国が拒否権に強く反発したのです。「全ての加盟国の主権平等の原則」

という国連憲章の原則に反すると主張します。当然ですね。また、オーストラリア、ニュー

ジーランドを中心とした国は拒否権の存在を受け入れながらも、「自国の関わる紛争に対し

ても拒否権を行使できる」という「拒否権の範囲」について強く反発をしました。それに対

して、米英ソは苛立ちを見せ、これらの国に「拒否権を認めるか、国連創設をあきらめるか

のどちらかを選べ」と強く圧力をかけ、ヤルタ会談の原案通り、以下のように決まりました。 

大国だけが特権を認められるのはフェアではなく、正当性に欠けると言えるでしょう。し

かし、第一次大戦の反省から、多少アンフェアであっても大国が足並みをそろえて協調しあ

わないと安保理自体の実効性がなくなってしまいます。このように、拒否権を巡っては、国

連創設前から正当性と実効性の板挟みの中で各国の国益がぶつかり合ったのです。その結

果、大国の主張が通り、その禍根が今でも残っているのです 

 

 

サンフランシスコ会議で採択された拒否権行使についての原則 

1.  手続事項（議事進行や会議運営）には拒否権を発動しない。 

2.  常任理事国は自国が関わっている紛争に対しても拒否権を発動できる（常任理事国

は、国連の制裁や強制行動が自国に向けられることは回避できる）。 

3.  ただし、安保理が平和的に解決しようとしている場合については、常任理事国であっ

ても当事者として関わっている紛争に関する投票を棄権する。 

 

 

総会と安保理の権限を巡る問題 

 先ほど 10 ページで「安保理が審議している紛争については、安保理が要請しない限り、

総会も勧告を出すことはできない（同４章 12 条）」ということを説明しました。つまり、

安全保障の問題については、安保理が総会よりも優位な立場にあるのです。サンフランシス

コ会議ではこの点も大国と中小国の対立点になりました。この条文だと「安保理に入ってい

ない加盟国は一切討議ができない、せめて討議する権利だけは総会にも認められるべきだ」、

「中小国を軽視している」という反発の声が中小国から寄せられました。例えば、ニュージ
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ーランドは紛争解決に際して自国の兵力を送るので、そのような国の声を聴くべきだとい

う当然の意見もありました。しかし、第 1 次大戦時に国際連盟がスピーディーに対応でき

なかった反省を踏まえ、原案のまま認められました。 

 

 

各国拒否権行使の状況 

  
（出典：Wikipedia “List of vetoed United Nations Security Council resolutions） 

 

 

これは各常任理事国のこれまでの拒否権の行使状況をグラフにしたものです。1969 年

までは圧倒的にソ連が行使をしていました。国連の新規加盟国を承認する際にもじゃんじ

ゃん拒否権を発動していました。アメリカは安保理の多数派のトップでしたので拒否権を

発動せずとも利益を守ることができました。しかし、1960 年代に旧植民地諸国が国連に

どんどん加盟することになると、彼らは欧米反対派が多く、アメリカの優位性が徐々に崩れ

ていきます。そこでアメリカは 1970 年に初の拒否権を発動しました。アメリカに特徴的

なこととして、イスラエルに関連するもの（中東紛争において同盟国イスラエルに肩入れし

た拒否権）が約半数を占めます。冷戦が激化すると米ソが拒否権を行使しあい、安保理は機

能できなくなっていきます。イギリスとフランスは植民地の問題で拒否権を行使した歴史

はありますが、1990 年以降は拒否権を行使していません。一方で冷戦後に目立つように

なったのは中国の拒否権です。ただし、冷戦以降の拒否権で中国が単独で出したものは 1 つ

しかなく、他は全てロシアと共同で出しています（ロシアは単独で行使することも多くあり

ます）。ロシア、中国は人権問題や紛争問題で批判されることが多く、その対抗策として拒

否権を使うことが多いというのと、米英仏と対立する構図の中で数で負けるため拒否権を

行使して対決していくという構図が見えます。 

 

 

拒否権行使の乱用とその批判 

 拒否権は常任理事国だけに与えられた特権で、その存在自体が不平等なものと言えます

が、その理想に立ち戻れば、平和の番人として拒否権を適正に行使することは常任理事国の

義務でありミッションであるはずです。しかし現実には常任理事国の都合で使われること

も散見され、「常任理事国のせいで紛争解決ができない、拒否権が紛争下の人を殺している」

と言われる始末です。 
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 また、サンフランシスコ講和会議で決まった「安保理が平和的に解決しようとしている場

合については、常任理事国であっても当事者として関わっている紛争に関する投票を棄権

する」という 3 つ目の条項も実質的には守られないケースが多々あり、自らが関与する紛

争に拒否権を行使していると言われる例もあります。 

  

 

ポケット拒否権（Pocket Veto） 

 拒否権は行使しなくてもポケットに持っているだけで脅威になりうる、ということを意

味した表現です。拒否権をちらつかせたりすることで、そもそも議題になりにくい、もしく

は反対されるような案が出しづらいということです。 

 

 

二重拒否権（Double Veto） 

 前のページで述べたように、手続事項に対しては拒否権を発動できません（単純に 9 か

国の賛成があればよい）。しかし、手続事項と実質事項の明確な区別や定義はありません。

そこで、安保理では問題を扱うときにまずは議長が手続き事項か実質事項かを判断し提案

します。この時に拒否権を発動させれば手続き事項として認められずに「それ以外の事項

（実質次項）」として議論されます。そうすれば、そこで再度拒否権を出せば否決できるこ

とになってしまいます。これを二重拒否権と言います。 

 

 

自発的棄権 ≠ 拒否権 

 賛成はできないけど拒否権の行使は回避したい際に、常任理事国は討議を欠席したり、採

決を棄権したりします。「常任理事国が賛成しない＝拒否権」ではないということです。こ

れを運用をすることで、賛成できないからといって拒否権を使うということを抑制してい

ます。常任理事国が自発的に棄権する際に「これは拒否権としてとらえられてはならない」

と説明することが多くあります。 

  

 

「平和のための結集」決議 ― 総会での役割 

 拒否権の乱用に対する措置として、1950年に決議 377「平和のための結集」という

決議があります。これは、常任理事国が拒否権を行使することで安保理が国連憲章で定め

た役割を果たせなくなった時、総会に審議の場を移し、3 分の 2 以上の多数によって武力

行使を含む集団措置を加盟国に勧告できるというものです。つまり、総会が機能不全に陥

った安保理の代わりを務めることができるシステムです。これまでに 12回発動されてい

ます。 

 拒否権を重要視しているソ連がいる中で、拒否権を覆すような措置をよく認めたな、と

思いませんか。実はこれには事情がありました。8 ページで述べた中国代表権問題が絡ん

できます。当時、ソ連は中華人民共和国が中国の代表として承認されないことを不服とし

て国連会議をボイコットしていたんですね。ソ連が欠席していたから通った決議だと言え

ます。ソ連がいたら拒否権を発動してこの決議を妨げていたでしょう。 

 

 

総会の決議 

 「平和のための結集」決議以外にも、安保理で否決されたものは総会に持ち込まれ、そ

こで採決されることがあります。次の項目で述べるクリミア危機やシリア情勢では、ソ連

の拒否権によって安保理の決議は否決されましたが、その後、総会に持ち込まれて採決さ
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れました。総会の決議では法的拘束力を持つことはありませんが、常任理事国も拒否権は

なく、否決されることを回避できます。 

 

 

拒否権の制限 

 拒否権の制限についても長年にわたって議論されてきました。以下、主に３つの議論が

あります。常任理事国の中でも、フランスは拒否権の制限を訴えており、イギリスも同様

の姿勢を見せています。アメリカ、ロシア、中国は拒否権のいかなる制限に対しても反対

姿勢です。 

 

１ 国連憲章第 7 章に関わる場合のみ拒否権が認められるべきである。 

 

国連憲章第 7 章はとは「平和に対する脅威、平和の破壊及び侵略行為に関する行動」と

いうタイトルの章です。つまり、「国際の平和や安全の維持」の目的と認められる場合にの

み拒否権を認めましょう、ということです。もしこの制限がかかれば、例えば、「敵対する

国の国連加盟を阻む」「二重拒否権を使って、手続事項であることに反対する」といったこ

とは 7章に直接関係ないことなので、拒否権が認められないことになります。 

 

 

２ 虐殺などに関わる場合は、拒否権行使をすべきではない。 

 

 もともとはハイレベル委員会の原案（P30）で言われたことですが、常任理事国の中で

もフランスは強くこの抑制を訴えています。ジェノサイド（虐殺）や大規模な人権侵害に

関しては拒否権の行使をしない、という制限です。つまり、「拒否権を行使することによっ

て、虐殺を止められない」というケースがあってはならない、ということです。実際には

次の章で見ますが、近年でもシリア情勢、ミャンマー情勢で、拒否権が発動されるため

に、虐殺が止められず、人道支援ができないというケースが起きています。 

 

 

３ 拒否権を行使した場合には、その国は全加盟国に対してその説明をするべきだ。 

 

 これは S5というグループが訴えた拒否権の制限です（P25）。拒否権の行使を自粛す

るが、仮に行使した場合、その国は全加盟国に対して納得のいくように説明をしなくては

いけないということです。全加盟国が納得いくように、そして全加盟国の監視のもと、拒

否権を適切に使用することに努めるべきだという考えです。 
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2-4  実例で見る拒否権行使 
 

 

クリミア危機 

 2014 年に、ロシアはクリミア半島を編入す

ることを表明しました。クリミア半島は複雑な

歴史を持っていますが、当時ウクライナの領土

でしたが、「クリミア自治共和国」という名称

がついているぐらい自治権が強かった地域で

す。そのクリミア自治共和国で住民投票を行

い、その結果を受けて勝手にロシア編入を決め

てしまいました。しかし、この編入はクリミア

に主権を持つウクライナを無視して強引に行わ

れ、ウクライナは「国際レベルでの強奪」とロ

シアを非難し、欧米各国などもクリミア合併を強く非難しました。 

それを受けて、安保理はクリミア併合を無効とする決議を出しますが、ロシアが拒否権

を発動し、否決されます。その 12 日後、次は総会で同様の決議案が提出され、賛成多数

で可決されました。アメリカ、EU は独自でロシアに対する経済制裁も決めました。 

 

 

シリア情勢 

 今もっとも問題となっている拒否権の行使がシリ

ア情勢に関するものです。2011 年にチュニジア

ではじまった「ジャスミン革命」と呼ばれる民主化

運動が発端となり、アラブ諸国で次々と反政府デモ

が起こります。ヨルダン、エジプト、リビアなどに

も広がり、政府が崩壊したり、衝突によって多くの

死者が出したりしました。シリアではアサド大統領

による独裁支配が 40年にも渡って続いていました

が、そこでも対政府抗議運動が勃発しました。シリ

ア政府はイスラム教シーア派であり、その政権から

虐げられていたのがスンニ派の人々です。当初はス

ンニ派による民主化を求めるデモ運動

でしたが、スンニ派は近隣国から支援

を受け強大になっていき、紛争へと変

わっていきました。さらに「いわゆる

イスラム国（ISIL、ISIS）」がシリア内

戦に介入して支配を広げようとこの紛

争に参加し、複雑化していきます。見

る見るうちに内戦が激化し、シリアは

多くの死者、難民を出しました。

2017 年にはついにアサド政権はサリ

ンなどの化学兵器の使用も始め、悲惨

な状況になっていきます。 

 この内戦には実は多くの国が関わっ

ています。アサド政権を支援していた

のが、ロシア、イランが中心で、反 （出典： 毎日新聞 2017 年 4 月 14 日） 
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政府軍を支援していたのがアメリカ、トルコなどです。アメリカとロシアの代理戦争とも

呼ばれるようになっていました。 

 そのような状況で、ロシアと中国はシリア関連の安保理決議に関してたびたび拒否権を

発動し、阻止しています。アサド政権による化学兵器の使用に対して非難をする決議にも

拒否権を発動しました。アメリカはこれを「ロシアがシリアの人々の生活よりも（アサド

政権という）怪物を守った日として、歴史に記録される」と非難しています。さらに、国

連はシリアの市民と難民に対して食糧をはじめとした人道支援を行っていましたが、

2020 年には中国とロシアはその延長を求める安保理決議にも拒否権を行使し、支援を中

断、制限することを余儀なくされてしまいました。拒否権の行使により多くの人命が失わ

れており、安保理の拒否権に対する批判は高まるばかりです。 

 

 

バレスチナ問題 

 イスラエルとパレスチナ自治区では、歴史的な経緯の中で、この 2つは長期に渡って紛

争を続けています。アメリカにとってイスラエルは事実上の同盟国であり、軍事、石油資

源の支配のために重要な場所です。またアメリカではユダヤ教が政治的、経済的に大きな

力を持っていますが、ユダヤ教の総本山であるイスラエルは彼らの支持を得るためにも大

切にしなくてはいけない場所なのです。そこでアメリカはイスラエルに肩入れした態度を

取り、イスラエルに不利になる決議には度々拒否権

を発動しています。 

例えば、2017年、アメリカがイスラエルの主張

を認め、エルサレムをイスラエルの首都と一方的に

宣言しました。安保理は非難決議を出し、15か国中

14 か国が賛成しましたが、アメリカ 1か国の反対

により廃案になりました。2018 年には、イスラエ

ル軍がデモ隊に対して攻撃をした際、その攻撃を非

難し、市民の保護を求める決議案にもアメリカは拒

否権を行使しています。2021 年 5月にもパレスチ

ナ情勢が緊張を増し、安保理が緊急会合を開いた

り、共同声明を出そうとした際にもアメリカは拒否

権を連続して行使し続けています。議長国である中

国は「１カ国の反対で安保理は現在まで声明を発表

できないでいる」とアメリカを非難しています。 

 

 

ミャンマー情勢 

 2021 年 2 月、ミャンマーで国軍によるクーデターが起き、国軍が

デモ隊や一般市民を攻撃する事態が起きました。国連が「大虐殺」と訴

えるほど緊迫した状況になっています。3 月末、安保理は国軍に制裁を

課す姿勢を示しましたが、中国とロシアの賛同を得られずに制裁決議が

できませんでした。中国は「ミャンマーの内政問題である」という建前

ですが、ミャンマーは天然ガスの重要な資源国であると同時に自国が持

つウイグル迫害の問題に矛先が向かうことを回避したいという思いもあ

ります。その後も、中国が拒否権をちらつかせる中で安保理も膠着状態

が続き、実質的な対応が十分に取れていないのが現状です。 

 

 

  （中日新聞 2021 年 4 月 2 日） 
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2-5  透明性という問題 
 

 非常に大切な安保理の決定は、やはり常任理事国が中心になって行われています。以下に

安保理の意思決定プロセスを示します。 

 

1. アメリカとイギリスで協議して草案を作成する。 

2. フランスに打診して決議案がほぼ完成される。 

3.  中国、ロシアに打診して、修正。5大国内で完成させる。 

4.  決議案採択に必要な 4 票を非常任理事国から集める。 

5.  作成された決議案を採択する。 

 

１～４のステップは非公式会議で行い、非公開です。議事録もないし、報告書も書かれま

せん。その場にいない国にはプロセスが見えません。４の段階になって非常任理事国に情報

が共有されますが、この時点では修正は難しく、実質的に意見が反映される余地はほぼあり

ません。５は公式会議で行われますが、実質的な決議案の作成や交渉はこの時点では終わっ

ているので、形式的な会合が行われるだけで、早いと 5 分で終わってしまいます。このよ

うに、常任理事国と非常任理事国とでは情報量や権限が異なりますし、ましてそれ以外の国

にとっては全く議論や意思決定のプロセスが見えません。内閣府のHPにもあるように、理

事国でない国は会合が終わるのを会議室の外で待って、理事国に教えてもらわないといけ

ない、という現状もあります。一般加盟国の安保理に対する不満は大きいものです。 

 

 

内閣府・内閣府・国際平和協力本部事務局HPより抜粋 

加盟国の主権平等をその第一の原則とする国連において、安保理では現実に不平等が

存在します。具体的には、常任理事国 5か国（P5）と非常任理事国 10か国（E10）の

間に大きな隔たりがあります。安保理に常に席を置き、決議案を自国の判断のみで否決す

ることができる P5 は、膨大な知見と絶大な権限を有しています。この P5 の特別な地位

は憲章上の規定に基づいており[5]、そして加盟国は国連に入る際に憲章の規定を受け入

れるので、この不平等な制度に同意した上で国連に加盟してはいるのですが、その違いは

実務の場でも非常に大きなものです。安保理における交渉は、まず P5 から始めてその後

E10 を含む全体で、というプロセスを経ることはしばしばあります。また、国連事務局

も、安保理を説得するにはまず P5 から、と考えることもあるようです。 

 

  安保理ではこのように、P5 が最優先で E10 は二の次、といった対応が現実です。そ

れでも E10 は、まだ安保理の中にいるのでその議論や意思決定プロセスに参画できるの

ですが、これが安保理に入っていないその他の 178 か国になると、安保理の議論を追う

こと、ましてやその意思決定に関与することは、とんでもなく難しくなります。例えば、

非安保理理事国の担当官は、安保理が非公開の協議を行っている場合、会合が終わるくら

いのタイミングで会議場の横の待合室に出向いて待機し、協議を終えて会合から出てき

た関係者から議論の内容について聞き取りを行うといった地道な業務を行っています。

ちなみにこの待合室はクワイエット・ルーム（静かな部屋）と呼ばれていますが、実際に

は関係者が様々な情報交換や協議を行うとても賑やかな場所です。各国の忙しい外交官

がそこまでしてその議論の内容を必死に把握しようとするくらい、安保理に対する関心

や利害は大きいものなのです。 

（URL: www.pko.go.jp/pko_j/organization/researcher/atpkonow/article096.html） 

 

 

http://www.pko.go.jp/pko_j/organization/researcher/atpkonow/article096.html
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安保理議長の「議長ノート」 

2006 年当時、日本は非常任理事国でしたが、大島大使の努力で一歩進展します。通常

作業部会の議長は 1 か月交代で持ちまわりしていましたが、議論が継続できるように特別

に大島大使が 1 年間議長を務めました。その努力が実り、7 月には安保理の透明性を改善

することを目的とした安保理議長の「議長ノート」（備忘録）を発表しました。そこで以下

のことが確認され、成果を上げました。 

 

1. 安保理の議題は国連ジャーナル（日報）に掲載される。 

2.  安保理で作業計画が採択された後、安保理理事長は全加盟国に非公式説明会を行う。 

3.  安保理は地域機構やその他の関連機関との対話を強化する。 

4.  決議案の草案を一般の加盟国が公表するように努力する。 

5.  安保理は、早い段階から公開会合を開催し、作業の透明性を高める。 

 

 

Small ５（スモールファイブ） 

 透明性の改革を語るうえで、重要なグループがあります。スイス、シンガポール、リヒテ

ンシュタイン、コスタリカ、ヨルダンによって構成された Small 5 です。安保理改革で１

つの重要な役割を果たしましたが、常任理事国の圧力もあり、2012 年に解散をしてしま

いました。 

Small 5 は「5 つの小国」という意味です。このグループの主張は小国の本音と言えま

す。常任理事国が拡大されても当然自分たちが入る余地がなく、非常任理事国もそれなりに

力がある国でないとなかなか選ばれないし、多くの国は一度も選ばれずに現在まで至って

いる現状があります。要は常任にも非常任にもなれない小国にとっては議席の拡大はあま

り国益に直接影響しません。しかも、それを要求がするあまり、常任理事国の反発を招き安

保理が変わらない現実があります。小国にとっては、大国が密室で決めて、意思決定や議論

が小国には見えないことが問題なのです。安保理が行われるたびに部屋の外で待ち構えて

理事国に聞き取りをしないといけないようなことがアンフェアなのです。小国であっても

議論に直接参加し、安保理の作業が見えるようにしてほしいというのが主張です。そのため

作業の透明性を焦点に置いています。また拒否権については、大国の都合で使われ、小国が

巻き込まれるのは問題です。拒否権についても自粛、説明責任など、制限をかけることを提

案していました。これらの透明性を巡る提案は、S5 が解散した今でも安保理改革の議論の

中核として継承されています。 

 

Ｓ５案 ・総会と安保理がより緊密に協議と連携をする。 

・安保理の作業の透明性を高める。 

・小国でも直接議論に関与できるようにする。 

・拒否権を発動するときは、全ての加盟国にその説明をする。 

 

 

透明性議論のポイント 

ここでのポイントは、①どのようにしたら常任理事国だけでなく非常任理事国が議論や

意思決定に関わることができるのか、②どのようにしたら理事国以外の国が安保理の議論

に参加し、意見を反映してもらうことができるのか、という 2 点です。 

 透明性についての議論は中小国にとってとても意義のあるもので、常任理事国以外のグ

ループは基本的に大きくぶつかるものではなく、合意が取れやすいものです。また、議席

や拒否権とは異なり、一度決めたら変えられないものではなく、試行錯誤しながら変えて

いけるもので、改革しやすい部分です。 
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2-6  実例で見る安保理 ― イラクを巡る問題 
 

 安全保障理事会の機能と権限を理解するために実例を見ていきましょう。 

 

湾岸戦争における安保理の動き 

1990年8月2日、

サダム・フセイン氏率

いるイラク軍が隣国

クウェートに侵攻を

し、わずか 8 時間で

全土を制圧しました。

同日、アメリカとクウ

ェートが緊急要請を

出し、安保理が集結され、その日のうちに最初の決議

660 が採択されました。8 月 6 日に経済制裁を決定

する決議 661が採択されました。 

 

決議 660の概要 

 

・イラクのクウェート侵攻は国際平和と安全に対する違反行為であることを認定し、

非難する 

・イラク軍の即時・無条件の撤退を要求する。 

 

決議 661の概要 

 

・イラク・クウェート製品の輸入、輸出を禁止する。 

 

その後、国連は度重なる非難や制裁強化を定めた決議を採択し

ていきます。11 月 29 日には、イラクに対して「翌 1991年 1

月 15 日までに決議に従わない場合はあらゆる必要な手段を取

る」という姿勢を打ち出しました。しかし、イラクは期限の 1月

15 日が来ても、安保理の決議に従わなかったので、1月 17 日

にアメリカを始めとする多国籍軍がイラクに攻撃をし、湾岸戦争

がはじまりました。戦争は多国籍軍の圧倒的有利のうちに進めら

れ、2月 26 日、フセイン大統領はクウェートからの撤退完了を

発表し、翌 27日には米国のブッシュ大統領も多国籍軍の武力行

使を停止する声明を出しました。28 日、イラクが 12 本の国連

安保理決議の受入れを表明し、多国籍軍の武力行使も停止され、

事実上の停戦が成立しました。そして、4月 3日、安保理は停戦

に関する決議 687を採択し、正式に戦争が終結しました。 

 

決議 687の概要 

 

・イラクはクウェートとの国境を侵さず、侵攻しない。 

・イラクは自身の大量破壊兵器を破壊する。 

・上記の条件をイラクが受諾したので、イラクと正式に停戦する。 

 

（1990 年 8 月 3 日、朝日新聞） 

イラクのフセイン大統領

（左）と米国のブッシュ

大統領（右） 
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2003 年 イラク攻撃と安保理 

 湾岸戦争終了後も、イラクのフセイン大統領は素直に国連に従

わず、軍備拡張などを進め、決議 687で指摘された大量化破壊兵

器を開発、保持しているのではないかという疑念が付きまといま

した。フセイン大統領も常にアメリカに対して敵対的な姿勢を示

し続け、1991年以降も衝突を繰り返します。 

 そんな中、2001年 9月 11 日、世界中を震撼させた「アメリ

カ同時多発テロ」が起きました。ニューヨークのワールドトレード

センター、ワシントンのペンタゴンにハイジャックされた飛行機

が突っ込むという前代未聞の事件が起きました。この首謀者はウ

サマ・ビン・ラーディン率いるイスラーム過激派テロリスト軍団の

アルカイーダでしたが、テロリストとのつながりや大量破壊兵器

の疑念を理由にイラクもアメリカの攻撃対象にあがりました。

2002 年 11 月には、イラクに大量破壊兵器の査察を全面的に受

け入れるように迫る安保理決議 1441 が全会一致で採択されまし

た。イラクに対する軍事攻撃に否定的なフランス・ロシアが拒否権

を発動しないように「武力行使」と言った言葉は使わず、「深刻な

結果」という言葉で含みを持たせています。 

 

 

 

決議 1441の概要 

 

・イラクは大量破壊兵器の査察を拒否するなどして、決議 687（1991年）に違反

している。 

・イラクに武装解除の義務を守る「最後の機会」を与える。 

・イラクは 1 週間以内の査察を受け入れ、30 日以内にすべての大量破壊兵器に関

する情報を開示する。 

・イラクが義務違反を続けた場合、「深刻な結果」に直面するであろう。 

 

イラクにとっては非常に厳しい決議でしたが、フセイン大統領は査察をしぶしぶ受け入

れました（イラクはこの決議の受諾は明言しておらず、米英や安保理に対する批判文書を出

しましたが、この決議の 5 日後に査察受け入れ準備を整えたこと

を伝えました）。しかし、アメリカとイギリスは査察が十分ではな

く、イラクが違反を続けているとして 2003 年 2 月に「イラク

が最後の機会を逃した」と決議案を出しました。この時すでにア

メリカのイラク攻撃は不可避とされていましたが、この決議が通

れば、国連安保理として正式に攻撃を承認することになります。

フランスは「査察は一定の効果はあり、軍事攻撃ではなく、査察

を続けるべきだ」と真っ向から反対をし、拒否権も辞さない態度

です。さらに、ドイツ、ロシアとともに「決議には賛成せず、武

力行使に反対する」という共同宣言を出します。チリも全体が妥

協できる修正案を提示しましたが、米英はそれをはねのけました。

アメリカは安保理の承認がなくても攻撃をする態度を見せます。

フランスが拒否権を発動されて新決議案が採択されないとして

も、国際社会の賛成多数の実績を残そうと他の安保理事国に交渉

を仕掛けます。しかし、最終的にはそれらの国の賛同もほぼ得ら

れず、決議案の賛成に回るのはアメリカ、イギリス、スペイン、

攻撃を受けた NY ワー

ルドトレードセンター 

ビン・ラディン氏 

フランスのシラク大統

領。イラク攻撃に強硬

に反対したことが今で

も彼の功績としてたた

えられている。 
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ブルガリア 4 か国だけとなり、フランスが拒否権を発動せずとも決議案は否決されること

が濃厚になりました。ブッシュ大統領は、安保理の否決が残ることを恐れて、3 月 17日採

決よりも前にテレビ演説を行い、「フセイン大

統領、その側近、家族が 48 時間以内にイラ

ク国外に退去しなければ武力紛争は避けられ

ない」という旨の最後通告をしました。しか

も、そのスピーチには「国連安保理は責任を果

たしていない」という批判も入っています。そ

の 3 日後の 3 月 20日、通告が守られていな

いとして、アメリカはイラクへの攻撃を開始

しました。戦争は短期間のうちにアメリカ優

位が決まり、5 月 1 日はブッシュ大統領によ

って主要な戦闘は終結したと宣言されまし

た。 

 

 

このようにしてアメリカは安保理の承認を得ずにイラクを攻撃しました。しかも、戦後の

調査でイラクは大量破壊兵器を持っていなかったことも明らかになりました（イラクの大

量破壊兵器の保有を示す証拠が開戦前に出されていましたが、のちにこれらの証拠は不適

切であったと当時の国務長官だったパウエル氏も認めています）。このイラク攻撃の正当性

は大きな論争を呼びました。また、安保理がイラク戦争を抑止できなかったとして、機能不

全に陥っているという批判も上がるようになりました。これを契機に安保理改革の必要性

がこれまで以上に叫ばれるようになりました。 

 

 

 

 

  

最後通告を伝えるブッシュ大統領の演説 
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Chapter 3： 安保理改革 
 

 

3-1  安保理改革議論のあゆみ 
 

1963 年の安保理拡大 

 加盟国が 113 か国となり、日本を含む 44か国が安保理の議席拡大を求めました。新

加盟国のほとんどがアジア・アフリカの国だったこともあり、改めてバランスを見直そう

ということでした。ここでは 2つの決議案が出されました。 

 

L104 案 ・中南米の 21 か国が提出 

・非常任理事国を 8か国に増やし、理事会の総構成国を 13 にする。 

・議席配分は記載していない。 

 

L109 修正案 ・アフリカ、アジアの 37 か国が提出 

・非常任理事国を 10か国に増やし、理事会の総構成国を 15にする。 

・非常任理事国を以下のように配分する 

(a) アフリカおよびアジアから 5 か国 

(b) 東欧から 1 か国 

(c) ラテンアメリカおよびカリブ諸島から 1か国 

(d) 西欧およびその他から 2 か国 

 

その後、2 つのグループが交渉し、非常任理事国を 6 か国から 10か国に増やす L109 修

正案でまとまりました。アメリカは当初、総構成国を 13以下としたかったのですが、この

案が通り、1965 年 8 月 31 日に発行され、追加の非常任理事国の議席が日本、ニュージ

ーランド、ナイジェリア、ウガンダの 4か国に与えられました。  

 注意していただきたいのは、この改正案が現在の安保理であるということです。つまり、

この後、安保理改革の歩みを述べていきますが、成功したのはこの 1 件のみ。これ以降は

全て改正ができずに今日まで至ります。 

 

 

1979 年～1991 年 

 1979 年に再び安保理の議席拡大を求める声が出てきました。この時 152 にまで増え

ていました。そこでインドやらラテンアメリカが中心となって決議案を提出しました。し

かし、これらの決議案は採決まで進みませんでした。その後も 10年間同じように、決議

案が出ても採決に至らずという状況が繰り返されます。 

 

A/34/L.57  ・インドが中心となって提出 

・非常任理事国を 14か国に増やし、理事会の総構成国を 19にする。  

 

A/34/L.63 ・ラテンアメリカ諸国が中心となって提出 

・非常任理事国を 16か国に増やし、理事会の総構成国を 21にする。 

 

 

冷戦後の動き 1992 年～ 

 冷戦が終わった 1992 年に動きがありました。国連総会でインド、インドネシアを中心

に安保理改革の審議を要請する決議案が提出されました。この決議によって事務総長は、安
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保理改革に関する各国の意見を集めました。この際、日本は常任理事国の議席拡大にも言及

をしています。これらの意見を受け、総会の会組織として安保理改革作業部会（OEWG：

Open-Ended Working Group）が設置されて、議論を進めていく方針と組織が整いまし

た。 

 

 

1997 年 ラザリペーパー 

 作業部会の総会議長であったマレーシアのラザリ大使が改革案を

まとめました。通称ラザリ案と呼ばれるものです。議席だけではなく、

拒否権やその他の事項についても改革案が出されました。改革の必要

性については、多くの国が認めましたが、しかし、改革を巡る議論が

具体化するにつれて、各国の様々な利害・思惑の対立が表面化し、改

革についての議論はまとまりませんでした。 

 

 

ラザリ案 

A/34/L.63 

・安保理の総構成国を 24 か国にする。 

・常任理事国を 5 つ増やす。新常任理事国を以下のように配分。 

  (a)  先進国 2か国 

    (b)  アフリカ、アジア、ラテンアメリカ・カリブから各 1 か国     

・非常任理事国を 4つ増やす。新非常任理事国を以下のように配分。 

  (a)  アフリカ、アジア、東欧、ラテンアメリカ・カリブから各 1 

か国 

・新常任理事国は拒否権を持たない。 

・これまでの 5大国は拒否権を持ったままだが、憲章 7章の「平和に

対する脅威」に関する場合のみに制限する。 

 

 

2004 年 ハイレベル委員会 

 2003 年のイラク攻撃に関して、国連と安保理のあり方が問われ、

安保理改革の重要性が再認識されます。そこで、当時のアナン事務総

長（ガーナ出身）は、2004 年、安保理改革を進めるための「ハイレ

ベル委員会」を設置します。1年間の議論を経て、2005 年 3月、

ハイレベル委員会はモデル A、モデル Bの２つの案を提示しました。

アナン事務総長は「モデル A、モデル B、もしくはどちらかの案をベ

ースに作ったに実現可能な他の案」を検討するように全ての加盟国

に促しました。そして 6 か月後の 2005 年 9 月の首脳会議の前に

この事項の決定を行うとしました。アナン氏は「死活的に重要な問

題であり、コンセンサス（満場一致の合意）で決まることが望ましい

が、もしコンセンサスが達成できなくても、それが問題を先送りす

る口実になってはいけない」という強いメッセージを発しました。 

 以下に 2つのモデル案を示します。総構成国が 24 か国なのは同じです。モデルAは常

任、非常任をともに増やす案です。モデルＢ案は、常任は現状維持の 5 か国ですが、それ

に準常任（4 年任期で連続再選可能）を 8 か国増やし、さらに非常任理事国を 1 か国増や

す案です。両案ともに現常任理事国の拒否権については「拡大すべきではない」という点と、

大量虐殺や大規模な人権侵害の場合には行使を抑制する」となっています。モデルＡ案の新

常任理事国については拒否権を認められない案になっています。 

 

ラザリ元マレー

シア大使 

アナン事務総長 

(1997～2006) 
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モデル A ・常任理事国 11、非常任理事国 13 

・新常任理事国は拒否権を認められない。 

 現常任理事国 新常任理事国 非常任理事国 

アフリカ 0 2 4 

アジア太平洋 1 2 3 

ヨーロッパ 3 1 2 

南北アメリカ 1 1 4 
 

 

モデル B ・常任理事国５、準常任理事国８、非常任理事国 11 

・淳常任理事国は 4年任期とし、しかも再選が可能 

 現常任理事国 準常任理事国 非常任理事国 

アフリカ 0 2 4 

アジア太平洋 1 2 3 

ヨーロッパ 3 2 1 

南北アメリカ 1 2 3 
 

 

 これを受けて、G4、AU、UFC という 3 つのグループが決議案を提出しました。しかし、

いずれも採択の条件となる加盟国の 3 分の 2 の賛成に届かない公算となり、採決にはかけ

られずに終わってしまいました。その後も、以下のように決議案が作成されましたが、どれ

も採決に至ることはなく終わりました。（※各グループの特性や決議案の内容は次の章で説

明します。） 

 

2005 年 12月 AU 案（ガーナ、ナイジェリア、セネガル、南アフリカが提出） 

2006 年 1月 G4 案（ドイツ、ブラジル、インドが提出） 

2006 年 3月 S5 案（コスタリカ、ヨルダン、リヒテンシュタイン、シンガポー

ル、スイスが提出） 

 

 

200９年～ 政府間交渉 

 これまでは作業部会（OEWG）を中核として総会で議論をしてきましたが、2007 年に、

次のステップとして政府間交渉に移る方針が整いました。政府間交渉というのは、新たな条

約の策定などに際して、その準備のために開催される会合で、交渉や議論を進める場です。

2009 年から政府間交渉が始められました。しかし、1０年以上経っても実質的な交渉成果

が見られず、「失われた１０年」と厳しい評価が下す人もいます。 

 

 

現在の状況 

 2017 年に事務総長に就任したグテーレス氏（ポルトガル出身）は、

「安保理の改革なくして、国連の改革なし」と述べ、安保理改革に強い

意欲を示しています。2020 年 7 月には「70 年以上前に世界の頂点

に立った国々が、国際機関の力関係の転換を要する改革を拒んでいる」

と暗に常任理事国を演説で批判し、改革の必要性を訴えています。 

  

グテーレス事務総長

(2017～現在) 



32 

 

 これまで見てきたように、安保理の任務、議席や手続きは国連憲章に定められています。

仮に議席を拡大するのであれば、国連憲章の改正が必要なりますよね。その場合は、国連憲

章 108 条に従って、以下の 2 つの条件を満たさなくてはいけません。加盟国の 3 分の 2

ということもさることながら、常任理事国 5 か国全てが批准しなくてはいけないので非常

に高いハードルです。アメリカは「仮に国連で採択されても国内議会で改正案を通さない」

という態度ですので、現状では極めて困難なことは間違いありません。 

 

1.  総会で 3分の 2以上の多数で改正案が採択される。 

2.  さらにすべての安保理常任理事国を含む国際連合加盟国の 3 分の２によって各自の

憲法上の手続きによって批准される（自国の議会に持ち帰って、正式に 3分の 2以

上の国が批准して効力が発揮される） 

 

 憲章の改正が必要ない事項（透明性、開放性など）であっても、総会が安保理などの機

関の改正を議論する場だと位置づけられています。いずれにしても、総会がまずは改正議

論の最初の舞台です。 

 

 

  

3-2  安保理改革に必要な手続き 
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3-3  各グループと主張のまとめ 
 

2005 年にハイレベル委員会がモデルA、モデル B（P30、31）という 2つの案を出

した際に、考え方の近い国同士でグループを作って安保理改革案を作りました。そのグル

ープが現在にも続いています。各グループの主張をまとめます（2005 年当時の案から修

正されているものもあり、2021 年 4 月発表の外務省の資料を基にします）。 

 

【主要なグループ】 

 

G4 － Group of 4 

 

構成国 

中心国は日本、ドイツ、インド、ブラジル 

 共同提案国は 32 か国： アフガニスタン、ブータン、フィジー、インド、日本、マー

シャル、モルディブ、ナウル、パラオ、ソロモン、ツバル、

バヌアツ、ブラジル、ハイチ、ホンジュラス、パラグアイ、

ニカラグア、ベルギー、デンマーク、フランス、ドイツ、ギ

リシャ、アイスランド、ルクセンブルグ、ポルトガル、チェ

コ、グルジア、ラトビア、リトアニア、ポーランド、ウクラ

イナ 

 

グループの特徴と主張 

2005 年にまず決議案を出したのは G4 というグループです。これは日本、ドイツ、イン

ド、ブラジルからなるグループで、「次は自分たちが新常任理事国として安保理に加わりた

い」ともくろむグループです。当然、常任理事国を増やさないと自分たちの目的を達成でき

ませんので、常任・非常任の両方の議席を増やすことを提案しています（常任だけを増やし

ても、他国の反発が強く賛成を受けられない）。常任理事国を 6 か国増やすことを提案して

います。もちろんここには自分たち 4 か国が入り、残りの 2 議席はアフリカに配分するこ

とにしています。加盟国が増えたアフリカには常任理事国の議席がないので、そこを配置す

ることで地域バランスを確保しようという考えと、それによってアフリカからも支持を取

り付けたいという思惑もあります。 

拒否権については、G4 は「新常任理事国が拒否権を与えられるかどうかについては 15年

後に再検討をする」としており、当面は拒否権がない状態になります。新たに常任理事国に

なりたいこれらの国は拒否権という特権も欲しいと思っていますので、「拒否権をいらない」

とは言いませんが、一方で、拒否権を前面に出しすぎると、特権を持った国が増えることを

嫌がる現常任理事国の反発を食らうので、まずはいったん拒否権を議論から外し、議席の拡

大に焦点を置いています。 

 Ｇ４は上記の通り、32 か国の賛同を得て決議案を提出しました。 

 

G４案 ・常任理事国 11、非常任理事国 14～15 

・新常任理事国の拒否権は 15 年後に再検討する。 

 現常任理事国 新常任理事国 非常任理事国 

アフリカ 0 2 3～4 (+1～2) 

アジア太平洋 1 2 4 (+1) 

ヨーロッパ 3 1 4 (+1) 

南北アメリカ 1 1 3 (+1) 
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AU － African Union 

 

構成国 

アフリカ連合 55 の国と地域 

 

グループの特徴と主張 

次にアフリカ連合（AU：African Union）が決議案を出しました。AU 案は G4 の案と似

ていました。AU 案は G4 と似ていますが、G4 案を受けて作られたものではありません。

1997 年にハラレ宣言というアフリカ独自の安保理改革の声明を出しており、それに基づ

いたアフリカ独自の案と考えてよいでしょう。 

G4 と AU 案は、自分たちが常任理事国を 2 議席もらえるので利益は一致しています。た

だし、常任理事国である以上、現在の 5 大国と新しく加わる 6 か国の間に権限の差があっ

てはならない、と主張しており、「新常任理事国にも拒否権を認める」としています。矛盾

しているようですが、AU は拒否権自体には反対だと明言しています。「拒否権は廃止され

るべきものだが、もし存在するのであれば、一部の国だけに認められるべき特権ではなく、

新旧かかわらず全ての常任理事国に拒否権が認められることが正義である」ということで

す。さらに非常任理事国のアフリカ枠を２つ増やし、よりアフリカの意見が反映できるよう

に提案しています（G4案は 1つ）。 

 G4 は AU と決議案をまとめようと交渉しましたが、拒否権を主張するアフリカ首脳た

ちの賛同が得られず、結局は別々の案として提出されました。アフリカは「拒否権の主張を

踏まえたうえで常任理事国の拡大ができないなら、非常任理事国のみ拡大すべきである」と

宣言しています。原案はG4 に近いけれども、現実的な姿勢は次の UFC に一致する部分が

多くあります。 

 AU でまとまっているように見えますが、アフリカも内情は複雑です。常任理事国が 2議

席配分された場合にどの国がその地位に就くのかということで対立があるからです。2005

年当時は南アフリカとナイジェリアが有力候補とされていました。しかし、エジプトやエチ

オピアなども自ら候補にふさわしいと考えています。成長が安定しないアフリカにあって

「アフリカで常任理事国を将来にわたって固定することはあってはならない」という論も

強くあります。その中で、どの 2 か国が常任理事国になってもアフリカ内でその 2 か国に

対する抵抗感が強く生まれます。アフリカに常任理事国が配分されることはうれしいこと

ですが、それが現実になると難しい問題を抱えることになります。常任理事国を抱えておら

ず、G4 のように絶対的な新常任理事国が不在のアフリカだからこそ対立が少ないですが、

もしアフリカが常任理事国を排出するとなると、アフリカ内で格差が顕著になってしまい

ます。 

 

AU 案 ・常任理事国 11、非常任理事国 15 

・新常任理事国も拒否権を認められる。 

 現常任理事国 新常任理事国 非常任理事国 

アフリカ 0 2 4 (+2) 

アジア太平洋 1 2 4 (+1) 

ヨーロッパ 3 1 4 (+1) 

南北アメリカ 1 1 3 (+1) 
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UFC － Uniting for Consensus（コンセンサスグループ、コーヒーグループ） 

 

構成国 

イタリア、スペイン、韓国、アルゼンチン、コロンビア、メキシコ、パキスタン、トル

コ、カナダ、が中心 12 か国 

 

グループの特徴と主張 

 このグループは当初「コーヒークラブ」と呼ばれていました。国連本部ビルの地下にある

カフェでコーヒーを飲みながら自国に不利となるような安保理改革を阻止しようとして集

まったグループだからです。そして、その後、今の「UFC」という名称に変わりました。こ

れは「安保理の改革は 3 分の 2 の多数決という投票ではなく、全ての全加盟国のコンセン

サス（全会一致）で認められるべきである」という主張が由来になっています（ですので、

Uniting for Consensus「コンセンサスへの団結」というのです）。 

 さて、彼らが阻止したい「自国に不利となるような安保理改革」とは何でしょうか？それ

は G4 案です。構成国を見ると、それぞれ G4 の近隣国、ライバル国であることが分かり

ます。G4案にまず反応したのはイタリアでした。欧州の近隣国であるドイツが常任理事国

になることは国益に反します。ただでさえイギリスとフランスが常任理事国についている

のにドイツまで就いてしまうと、イタリアは 4 番手が決まり、この 3 か国の決定で物事が

動いてしまいます。スペイン、オランダも同様です。そして、韓国は日本、アルゼンチン、

コロンビア、メキシコはブラジル、パキスタン、トルコはインドに矛先を向けています。自

分たちは新常任理事国になるほどの力はないけれど、ライバルが常任理事国になることは

阻止しなくてはいけないと思っているのです。それなので、コンセンサスを求め、「多数決

ではなく全加盟国の同意をもって決めるべきだ ＝ 自分たちの納得がいかない案は廃案

にする」という姿勢です。カナダはやや毛色が違いますが、「常任理事国の拡大にはコンセ

ンサスが必要」という考えで一致しています。 

 そのようなグループですから、非常任理事国の議席拡大のみを求めます。常任理事国を拡

大してしまうと、ライバルの利益になってしまうからです。一方で、非常任理事国の枠が増

えれば自分が理事国になるチャンスは増えるわけです。より非常任理事国の力や存在価値

を高めようと、非常任理事国は再選可能として長期任期を認める方向です。拒否権について

は、最終的に拒否権廃止をゴールにしており、まずは制限することを求めています。自分た

ちは常任理事国になれないし、拒否権も持てないと分かっているので、他国の特権はないほ

うが良いに決まっています。そして、仮に新常任理事国が増えたとしても「拒否権は認める

べきではない」と言っています。ライバルが拒否権まで持ってしまったらとんでもないです

よね。メキシコは、ハイレベル委員会のモデルAが出された時も、「新常任理事国に拒否権

を与えないという今回の提言には賛成だ」と基本的に支持する姿勢を表明しています。 

 

 

UFC 案 ・常任理事国 5、非常任理事国 20 

・全常任理事国が拒否権の行使を抑制する 

 現常任理事国 非常任理事国 

アフリカ 0 5 (+3) 

アジア太平洋 1 6 (+3) 

ヨーロッパ 3 5 (+2) 

南北アメリカ 1 4 (+2) 
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【その他のグループ】 

 

カリコム ― カリブ共同体 

 

構成国 

カリブ諸国連合 14か国 

 

グループの特徴と主張 

 カリブ海の小国が集まったグループです。そのような小さい国、島国、途上国を非常任理

事国に入れるべく、1 議席要求をしています。それ以外はAU 案と同じです。 

 

 

L69 

 

構成国 

 インド、ブラジル、アフリカ、カリコム諸国を中心とした新興国、途上国グループ 20

か国 

 

グループの特徴と主張 

 2007 年に「L.69」という文書番号が付いた決議案を出したグループで。カリコム案と

同様、小国、島国、途上国に非常任理事国 1 議席を要求しています。新常任理事国には拒

否権を認める、という主張をしています。インド、ブラジルはG4 にも入っていますが、こ

ちらのグループにも入っています。G4 では新常任理事国の拒否権は保留としていますが、

こちらではより強固に拒否権を求めています。インド、ブラジルとしては、拒否権保留を最

初から掲げるのではなく、まずは拒否権を求める高いラインで交渉を始めたい、という思い

が表れています。近年、L69 の存在感が増しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（外務省「安保理改革」資料より） 
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【常任理事国】 

 

P5 ―  Permanent 5 

 

 もう 1 つ大切なグループとして P5 と呼ばれる常任理事国があります。彼らは改革を迫

られる側に立っているので、安保理改革に積極的な動きを見せるわけではありませんが、拒

否権を持っているため、P5 が賛同しなければ安保理改革は実現し得ません。各国の立場や

考え方を概説します。 

 

アメリカ 

 まず、アメリカの従来の考え方をまず述べます。アメリカは安保理が大きくなりすぎると

むしろ問題が大きくなると考えて総構成国 20～２１か国以下にするべきだという考えを

持っています。2005 年には、新常任理事国は日本を含めて 2 か国程度（ただし拒否権は

与えない）、非常任理事国は 2～3 議席増ということを発表しました。一方で、新常任理事

国に「ドイツを入れない」という意向がありました。2003 年のイラク侵攻（P26）で反

対に回ったことが理由の 1 つと言われていますが、ドイツだけ外されたので G4 の結束を

揺るがす構想でした。また自国の拒否権については絶対死守したいという考えです。アメリ

カは「拒否権があったからこそ、大国間の不一致が避けられ、これまで大きな戦争を回避で

きているのだ」と主張しています。 

2009 年に就任したオバマ政権は、2008 年のリーマンショックによる世界的な経済危機

の最中に就任したので、多国間協力の重要性を認識し、当初国連改革に前向きでした。2010

年にインドを訪問した際には、インドの常任理事国入りを支持すると表明しました。しかし、

その後、トーンが下がっていきます。1 つの転機になったのが 2011 年。当時非常任理事

国だったドイツ、ブラジル、インドがリビアでの軍事行動を容認した決議 1973 の投票に

棄権し、アメリカを困らせました。このことで、アメリカは、ドイツ、ブラジル、インドが

安保理に入ることは自国にとってマイナスの効果があると確信したともいわれています。

オバマ政権を 2011年以降は真剣に安保理改革を検討しませんでした。2017 年に就任し

たトランプ大統領は「アメリカファースト」で、安保理改革にほぼ無関心でした。しかも、

二酸化炭素排出削減を決めたパリ協定から離脱し、コロナの対応力を問題視して、WHO（世

界保健機構）からの脱退も決めた人物です。2021 年に就任した現バイデン政権も現況で

は安保理改革に大きなかじ取りをしていません。ただし、政治経済のライバルである中国と

の対立の中で、アメリカの優位性を保つために安保理改革に関心を示すこともあり得ます。

さらに、アメリカ国内には「安保理改革の時期を逃すより早めに改革をしたほうが良い」と

いう声があります。中国が影響力を強めている昨今、アメリカが安保理改革の主導者となる

ことで、中国との差を国際社会に印象づけることができると考えているのです。「後になっ

て改革推進派の他国が提案した案に乗っかる結果になるぐらいなら、今、アメリカ自身が改

革の主導権を握ったほうが国益になる」という意見もあります。 

 

 

イギリス・フランス 

 イギリス、フランスは基本的には協力をしながら安保理改革に臨んでいますが、ある程度

改革には肯定的と言えます。この 2か国は 2005年の世界サミットで同盟国ドイツの常任

理事国入りを支持していました。英仏は「盛りの過ぎた会長たち」（＝老いぼれが、昔の栄

光の地位にしがみついている）と揶揄されることもあり、中には「英仏の 2 議席を返還さ

せて、EU として合同 1議席」にすべきではないか、という議論が専門家の中にあるぐらい

です。英仏はドイツを入れて 3 議席にすることで EU 合同議席の案をけん制したいという

思惑もあります。ただし、複雑なのは、ドイツは安保理に EU としての議席を作りたいとい

う意向があり、その点についてはフランスは神経質になっています。2018 年にドイツが
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「フランスの議席は EU の議席に転換できる」と主張した際には、独仏の間に緊張が走りま

した。 

 フランスは世界的に経済力と政治力が変わってきている近年の状況を理解しており、安

保理改革の必要性を感じています。2018 年には「インドやブラジルのような新興国やア

フリカ数か国を常任理事国に迎い入れられるように安保理改革にコミットしている」と述

べています。また、拒否権についてもフランスは制限に積極的です。虐殺のような大規模犯

罪を阻止する必要がある場合には、拒否権が行使されてはならないと主張しています。また、

新常任理事国となった国にも拒否権を認める姿勢を示しています。 

 イギリスは近年安保理改革の問題に関心を寄せています。イギリスが EU 離脱（ブリグジ

ット）をしたため、EU 以外の国とも強調する必要性が高まり、様々な国の声に耳を貸す必

要が出てきたからです。安保理改革はイギリスにとって協調姿勢を示す 1 つの手段となっ

ています。ただし、フランスと異なり、新常任理事国に拒否権を認めることは否定的だと言

われています。 

 

 

ロシア 

ロシアは理事国の拡大には一定の理解を示しています。2015 年、良い案であれば「非

常任理事国を拡大するか、それとも常任理事国を少し、そして非常任理事国を少し拡大する

か。我々はいかなる決定も支持する構えだ」と述べています。しかし、「最終決定は最も広

範な合意に依拠せねばならないと書かれている。これはもう、３分の２の票どころではない」

と言うように、3 文 2 の投票ではなく、より広く加盟国全体の同意を取るべきだというこ

とを条件にしています。 

一方、拒否権の改定には絶対反対の姿勢を貫いています。自国がしばしば拒否権を発動す

るということもありますし、いかなる拒否権の制限にも断固として反対しています。新常任

理事国の拒否権については議論をしない姿勢を見せていましたが、2004 年にインドを訪

問した際には、新常任理事国にも拒否権を認める態度を見せたと報じられました。 

 

 

中国 

 中国は「日本の国益に沿う案」には断固反対を貫いてきました。アジアのライバルの地位

を上げたくないという思いもありますし、第 2 次世界大戦の経緯を理由にもしています。

仮に G4 の決議案が国連で採択されても中国議会は批准をしないと明言もしたこともあり

ます。一方、アフリカの取り込みに力を入れている中国はアフリカ寄りの考えを持っていま

す。かつては南アフリカを常任理事国として候補にあげていました。2021 年 1 月にも、

外交部の高官が「改革は公平と正義を体現し、発展途上国の代表性と発言権を増やし、より

多くの中小国に安保理の政策決定に参加する機会を与え、アフリカに対する歴史的不公平

を是正しなければならない」と述べています。 

また拒否権についてもロシアと同様に制限は強く反対しています。 
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